第１０回コミュニティ審議会 会議録
１　開催日時　平成２１年１０月２０日(火)

午後１時から２時４５分
２　場　　所　市役所第１庁舎３階　庁議室
　３　出 席 者　相川征治会長、川嶋英幸委員、佐藤隆雄委員、河村栄夫委員、梅谷秀治委員、島田鍈次郎委員、高橋義武委員、龍田進委員、富田キヨ子委員、稲見義弘委員、鈴木智子委員　　　（１１名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　欠 席 者　狼正久委員、阿部洋己委員、酒井邦夫委員、長岡みつ江委員、渡辺雅美委員　　　・・・・・・　　（５名）

　　事務局　市民生活部　吉田部長

コミュニティ課 倉田課長、高橋補佐、樋口係長
４　議　　題

　○市長へ答申内容の具現化について建議書提出

　○市長との意見交換

　○審議会の今後の進め方について

５　会議内容
（相川会長）

　　平成２０年４月２５日付けで、「新たなコミュニティ形成を図る具体的な推進策について、（１）地域まちづくり協議会の設置に関する具体策について（２）全市コミュニティ推進会議の設置に関する具体策について（３）コミュニティリーダー研修会の進め方について（４）行政連絡員について」の協議依頼がありましたが、５つのワーキングチームを設けるなどして、慎重に審議を重ねた結果、今回は、協議事項の（１）、（２）、（３）及び関連事項について建議し、（４）については、来年１月の建議を目指し審議を継続する旨の報告をし、建議書を手渡した。

　

（井崎市長）

　　流山は、意識も意欲も高い方々がたくさんおられるので、その方々の、市民の知恵と力を生かすまちづくりが、流山の活性化に極めて重要である。職員の限られた経験、行政という枠の中での経験を中心に、ものを動かせる時代ではありません。それはむしろ限界で、市民ニーズには対応しきれない。市民の知恵と力を引き出せる仕組みが必要だと思っている。　そういう意味で今回の建議をじっくり読ませていただきます。審議会で長い間一歩一歩議論をしていただいて、ここまで来れたことについて感謝しております。

　　流山市は、市民活動推進センターが生涯学習センターに４年前に、市民のパワーを引き出し自由に動いていただけるようにつくったわけで、コーディネイトする機関として設けました。また、去年から市民団体に運営していただき、全国の自治体の中ではめずらしく、市民活動をサポートするところを市民団体にお願いすることは、本当の市民活動推進であるということで踏み切りました。現在は、行政がやるより求心力を持ってやっていただいている。

　　それからもう一つの大きなテーマは、今、団塊の世代の方が多い人口構成になっており、現職の人たちが地域活動にかかわることは容易ではない。いくら都心まで近くなったといっても厳しい。そういう意味で、これから１５年から２０年くらいが市民活動の一つの山場を迎える。そのためには、早く仕組みをつくり、市民の皆様が地域でコミュニティづくり、あるいは自分たちのノウハウを生かした行動をしていただく仕組みをつくらなければならない。高齢化社会や長寿社会において市民パワーが花咲くような仕組みを、流山で早くつくっていきたい。

　　そのために、今回そして前回提案された部分は、その仕組みのインフラ整備になり、本当に重要な提案だと思います。

　　細かい提案もされており、今後詰めて、来年度の事業に反映していきたい。予算も具体的な金額までいただいておりますが、つけるべきものはつけて予算化していきたい。

　　この機会に一つだけ、コミュニティづくりとは違うが、市の財政で申し上げると。５、６年前は東葛地域で一番財政状況が悪いと言われた流山市が、現在は、去年も今年も、東葛地域６市の中で財政健全化度では一番よい。豊かではないが健全だという状況である。私が市長になった頃は、「もしかしたら財政破綻するかも」と思うぐらい、予算をつくるときに緊張の連続でした。

　　ここのところ不景気と、国の三位一体以降の国の借金財政のつけが地方自治体にも回ってきて、借金をしないようにしながら運営していくことは非常に難しい。借金はするが、返済額よりも少ない起債額の中で運用をしていくことでこの６年間やってきました。

　　しかし、人口がこれから減ることがわかっているので、借金を増やさずに事業を見直し、厳選していくしかない。
　　改革の第二段を構築し、「今まで２０年間あったから継続」ではなく、やめていくもの、それから必要に応じて新しくつくるもの、この辺をもう一度再構築しなければいけないと思っている。

　　財政基盤、自治体として自立できる基盤をつくった上で、皆様方の力を得て、コミュニティづくりを邁進していければと思っております。今まではどちらかというと、絞るタイプの行革だったが、これからは生産性を上げる、効率を上げるというところで、例えば１人が１カ月かかっていた仕事をいかに３週間で、というようなところに軸足を置いて、市役所が皆さんの役に立つ、一円まで生かす市政を実現していきたい。ありがとうございました。これからが始まりあり、皆様方には健康に留意して長期戦でお願いしたい。

（市長退席）
　　

（相川会長）

　　それでは、一応今日市長に建議書を提出したので議題の審議会の今後の進め方については、行政連絡員制度について部会を拡大してやってもらいたいと思うが。

（龍田委員）

　　幅広く意見を聞いてこれからの方向づけをしていくのであれば、多いほうがよい。
（相川会長）

　　１１月と１２日に起草部会があって、１７日に勉強会がある。
この１７日などは全員で行政連絡員を議論する場としたい。今後の日程は、１２月１０日に起草部会、１２月１５日にコミュニティ審議会、１月１４日起草部会、１９日のコミュニティ審議会に建議書を提出する。

　　この問題も、最終的に詰めるには大変難しい問題がある。

（相川会長）

　　やめる理由をデータとして積み上げ、それで結論を出さなくてはいけない。やめる理由を行政連絡員にはもちろん、市民にもきちんと説明できなくてはいけない。

（川嶋委員）

　　行政連絡員を残さなければならない理由は出てこない。

　　８割以上の人が自治会長と兼務で、極一部が単独の行政連絡員であるから余計に難しい。

（相川会長）

　　この審議会で知恵を集約するには、やはり今申し上げた、勉強会、審議会、起草部会で行政連絡員に絞ってやりたい。それプラス行政連絡員部会のメンバーを拡充したほうがよいのではないかなと思っている。拡充としては、起草部会のメンバーに入ってもらいたいと思うがどうか。

（龍田委員）

　　先ほどから話があるように、やめる方向だったらやめるのでよいが、その理由づけをどうするか、その辺である。

（河村委員）

　　今まで龍田部会長からいろいろ報告はいただいているが、何かまだ中途半端で、これからと思いながら今日まで来ている。これまでの議論をまとめたものを、部会としてしっかりしたものを出して、それをベースに起草部会なり勉強会でコメントする。早急に起草部会でまとめの段階に入るような議論をしていく必要がある。

（龍田委員）

　　この部会の立ち上げが途中からだったこともあり、方向的なものがまだまとまっていない。
（梅谷委員）

　　この行政連絡員制度について、行政から協議依頼があり、協議をして、「要らない」ということで答えを出して済むのか。そこら辺があいまいで。求められていることは何なのか、今あいまいなままになっている。やはり、「ここでこういうことをするのだ」と。「こういう協議で答えを出すのだ」ということを明確にしないと、何か非常にぶれているような気がする。

　　幸い、市長、副市長のほうから方向づけが出て、最近になってやめるという前提の下に、どう円満にやめようかみたいな話になっていますが、極論から言うと、「この制度はもうやめよう」ということで協議結果として出して済むかもしれない。それ以上のことを今考えようとしているのかもしれない。それ以上というのは、やめ方をどうするか、納得するかたちを、我々でつくろうとしている気がする。

（稲見委員）

　　行政連絡員制度は、行政が必要でつくった制度であり手当を出している。

　　今でも行政は必要として感じているのかどうか。行政がどう考えているのか。

　　行政は、「行政連絡員にやっていただく仕事はありません」ということであるならば、廃止の方向しかない。その辺が何かあいまいになっている。

（梅谷委員）

　　その辺だと思うのですよ、行政から「要らないから、この辺を検討してくれ」とか。他の市を見ると、もうなくしたところがあるんだとか、そういうことはいろいろ聞いている中で、流山市としてはどうするのかだと思いますよね。

　　市長も副市長も要らない方向だったら、これは要らないということで出せば一番いいわけですよ。

（佐藤委員）

　　この審議会にどこまで求められているのか整理したほうがいいと思う。下手すると、行政がやめたがっていると、行政が理屈をつけるのではなく、この審議会に言わせて押し進めようとすることだってあり得る。ここの役割がどこまで負っているのかを整理することが大切である。

　　この審議会に付託されたという背景には、コミュニティのあり方との絡みで答えてくれということが付託されていると思う。先ほど、アドバイザー制度というのは、「今後の流山市のコミュニティのあり方のほうにソフトランディングするために、アドバイザー制度にしたら」という一部意見が出ている。それはあくまでもコミュニティ行政との絡みでの結論である。

　　やめるとかやめないかは、あまり論拠としては言わなくてもよくて、コミュニティ審議会との絡みで言えば、今の制度をやめてそれを代わりにアドバイザー制度にしたほうがより効果的ではないですか、というような答申でもよいと思う。

　　それ以上は、行政の責任である。今、稲見委員が言われたように、必要でつくったが、それがどうも必要性が薄れてきたということであれば、今の自治会長さんたちを説得する役割というのは、あくまでも行政側の施策である。その根拠も行政がきちんと示して議会の議決を経て結論にいくわけで、それの参考になる答申をこの審議会としては出せばよいのだと思う。

　　本来はここに付託する事項ではない。あくまでもコミュニティ行政のあり方の中でちょっと考えてみてください、という趣旨だと思う。そういう意味で、「これからのコミュニティ行政のあり方とかかわりで言えば、どうであると考える」というのを、龍田委員の部会で議論して、整理されたらいかがですか。やめる根拠は何かまで示さなくてよい気がする。

（龍田委員）

　　コミュニティ審議会に審議を求めたこと自体、そういうことだと思う。

（佐藤委員）

　　だから今まで議論されてきたことを文章にまとめられて、あくまでもコミュニティ行政とのかかわりで考えればこうであるというところを強調していけばよい気がする。

（龍田委員）

　　よいアドバイスをいただきました。部会としてまとめて次の勉強会に持ってきます。

（相川会長）

　　１２日の起草部会に持ってきてもらえるとありがたい。

（河村委員）

　　勉強会とか審議会で、この問題を全員で議論したことがない。それはどうしてかというと、中間報告で終わっているからである。
まず部会のまとめを文章で出してもらい、それをベースに起草部会で早急に検討していくことをやりましょう。

　　

（相川会長）

　　事務局で、何か発言してもらいたい。

（事務局）

　　先ほど龍田部会長から話もございましたが、平成１５年にコミュニティ審議会から答申を頂戴して、当時の行政連絡員の制度のあり方について「こうしたほうがいいのではないか」という市長への答申を頂戴した。それをきっかけに、自治会と行政連絡員の役割の中で、いろんな行政からの配布物について自治会へ交付金を差し上げるという形に制度を変えた。

　　当時、行政連絡員の報酬についても、１世帯当たり４００いくらだったと思いますが、それと定額部分ということでかなりの金額をお支払いしていた。それを一律２万４３００円に改めた。コミュニティ審議会からの答申をきっかけとして、行政が判断をし、各行政連絡員を集めての会議の中で、その趣旨を説明し、当時反発もあったようだ。

　　そういう中で、４年経過し、現行の制度の中で行政連絡員は必要なのか、コミュニティ審議会から答申を頂戴できれば、行政としても今後のコミュニティのあり方の中で行政連絡員はこう変えていくとか、廃止するとか。それについての展開が行政的に可能になるので、審議会からの提言を重く受けとめたいと考えている。

　　そのために、審議をして、建議をいただければありがたい。
現実に８割の方が行政連絡員と自治会長を兼ねていますので、その方への周知とか説明もしていかなくてはなりません。答申を得てすぐ実行というわけにはいかないかもしれません、それが一つのきっかけになる。

（相川会長）

　　やはり行政は、考え方が欲しいということですね。

　　影響を考えるというよりも、理論的に今の状況の中で不必要であるならば不必要の理論をつくる、そういうことですかね。
（佐藤委員）

　　前回の答申に、審議会が提案をし、改善した経緯がある。そこで、行政としては一部改善した。前の答申にもう一回立ち返って、前回こういう答申をして一部改善が見られたが、今後の例えば地域まちづくり協議会をつくっていくプロセスの中で、今回の答申書との絡みで言えば「アドバイザー制度にしたほうがよい」とか、部会での議論の中身を答申すればよいと思う。今回の答申と照らしてどうあるべきかを出せば、あとは行政が詰めていけばよい話である。

（事務局）

　　そうです。協働のまちづくりという中で、この前に講演をいただいた千葉大の関谷先生も言われていましたが、やはり行政から一方的に住民に情報伝達し協力をいただく関係の時代は変わってきている。協働で、同じ対等の立場でやっていくために、やはり行政連絡員制度も改めていく必要があることを講演を通じて感じた。

　　

（龍田委員）

　　今回出た意見をまとめて、方向的なものを、「コミュニティ審議会としてはこうだ」というものを出したい。

（河村委員）

　　相川会長がよく言われる、お金の問題が関係しているから、コミュニティ審議会が結論を出すと、ものすごい反発があるのではないかという話がある。最終的に、我々の答申を重く受けて行政が検討されることだから、コミュニティ形成の立場から言ったらこうあるべきだとさらっと言えばよいと思う。

　　

（佐藤委員）

　　どこの自治体もこれを廃止したがって、結構悩んでいる。既得権に思っている人も多い。昔の回覧板制度のなごりである。

（鈴木委員）

　　私は、行政連絡員をされている方の意見を聞いてみたい。

　　高齢者の方が多いので、行政連絡員という名前をなくすこと自体に反発があるのかなと思っている。それを市政協力員にしてしまうと、何か自分の勲章がなくなってしまったような考え方もいらっしゃる。ただ、予算がつかないのであれば、とりあえず行政連絡員で報酬なしにして、それから名前を変えるように段階的に行なうことでもよいのかなと思った。

　　また、審議委員の意見だけではなくて、行政連絡員の方々との懇談会で意見を聞くなど参考にしてみたい。
（河村委員）

　　行政連絡員の仕事そのものを自治会長がやったほうがよい。例えば研修会なり市政報告を聞く場合でも、自治会長が参加したほうがしっかり聞くし、ましてやそれを住民に反映させるような重要な使命がある。

　　自治会長であれば、夏祭りとか毎月の運営委員会やいろんなサークルでも発言できる。自治会長がやったほうがよほど効果的である。

　　自治会長と兼ねてない２０％の行政連絡員や、ましてやずっと昔からやっている人などをどう対応するのか、そこら辺の問題で割り切れない問題があるが、あまり気にせずに、我々はコミュニティ審議会としてしっかりした建議を出せばよいのではないか。

（龍田委員）

　　中には１年交代の自治会長もあるが、行政連絡員は２年にして、つながりをつくっているようなところもあると聞いている。
（河村委員）

　　私の自治会は、自治会長が替わると自動的に行政連絡員も替わる。

（相川会長）

　　そうですか。役所的には途中交替ですね。

（河村委員）

　　自動的に行政連絡員も自治会長が兼ねるやり方をしているので、

２年の任期があっても、途中で替わるやり方をしている。

（相川会長）

　　そうすると、半分ぐらいは１年交替ですか。
（梅谷委員）

　　混同しやすいのは、自治会長と行政連絡員が８割方一緒ですから、自治会長の活動にかかるコストと行政連絡員のコストを混同をしている。そうではなくて、本来自治会でかかるコストは自治会の費用で考えるべきで、やはり市から来ているお金とは別個に解決すべきである。

　　実は、この問題は地域まちづくり協議会が立ち上がったときの運営にかかる人たちをどうするかの問題にもかかわってくる。その辺の整理を明確にしていかないといけない。

（相川会長）

　　今の件は、地域まちづくり協議会を意識した意見ですね。

（河村委員）

　　自治会でも、会長などの役員が自治会からお金をもらっているところも結構ある。

（龍田委員）

　　そこは、自治会の考え方で、自治会長をお願いしてやってもらうのだから、手当て的なものを支出するかはそれはそれでよいと思う。

（稲見委員）

　　自治会で予算化をし、支出をするようにしなければいけない。

（河村委員）

　　新しくつくる地域まちづくり協議会をどうするかは、できるだけ個人に負担をさせない形で、考えることは重要である。私が迷っているのは、自治会活動で、お金の問題ではなくて体力的な問題で、相当の犠牲を払っている。地域まちづくり協議会ができ、その役員をやるということになると相当きつくなる。そのことを考えると人が本当に集まるのかどうか心配である。我々としてできるだけ、ある意味で生みの親になるので、そういうところの配慮を考えてあげたほうがよい。参加する人が参加しやすいような体制をつくることが大切である。

（相川会長）

　　アドバイザー４２０万円は、そういう意味である。

（河村委員）

　　そういう意味で使うのであれば、生きた金を使うことにはなると思う。

（佐藤委員）

　　前に久喜市の委員をやっていたとき、同じ問題があって。市としては廃止したかったが、やはり町会長ではない行政連絡員の人もいて、その人たちの根強い反対がありました。結構簡単ではない問題です。だから、コミュニティ審議会とのかかわりで述べられたらよいと思いますが。

（相川会長）

　　ではこの辺で、終了したいと思います。今日は御協力ありがとうございました。一区切りつきました。どうもありがとうございました。
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